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 令和８年度庁議報告事項 

 第７回庁議（２０２６年６月３０日）     子ども教育部子ども・若者支援課 

                               

【件名】 

社会的養護自立支援拠点事業の拡充（案）について 

 

【要旨】(目的・内容・対象・時期・今後の方向等） 

 中野区給付型奨学金事業（以下、「区奨学金」という。）の検討を契機として、社会的 

養護経験者については、区奨学金の制度上の要件により対象者となりにくいことや、進 

学・修学に当たっては、経済的支援に加え、伴走的な支援を必要とする状況があること 

を改めて整理してきた。 

これらを踏まえ、社会的養護経験者への進学・修学支援の充実を図る観点から、社会 

的養護自立支援拠点事業の拡充（案）について、以下のとおり、とりまとめたので報告 

する。 

 

１ 社会的養護自立支援拠点事業（令和６年９月開始）の概要 

  別紙１のとおり 

 

２ 事業拡充の方向性 

〇区奨学金相当額の給付とともに、居住費を含めた生活全体を支える観点から、現行

の居住費助成事業（基本分）を拡充し、「進学・修学費助成事業」として再構築する。 

〇現行の居住費助成事業（基本分）の助成期間については、留年の可能性も一定見込

み、「在学期間中（最大５年間）」としている。再構築に当たっても、卒業までの学業

継続を確実に支える観点から、現行の助成期間を踏まえ見直しを行う。 

〇現行の居住費助成事業（特例分）については、休学又は退学により、国給付奨学金

が対象外となった場合も安定した居住を確保し再出発を支えるため、引き続き実施す

る。 

 

３ 進学・修学費助成事業 

⑴ 進学・修学費助成（基本分） 

社会的養護経験者のうち、大学等に進学し、自らの収入等により生活する者を対象と

して、居住費及び学費等を含め、年額５６万円を上限として助成する。 

 なお、助成期間は、正規の修業年限を満了するために必要な期間とし、留年等により

やむを得ない事情があると認められる場合に限り、当該期間に１年間を加える。 

【金額根拠】 

現行の居住費助成（基本分、年額３６万円）に加え、区奨学金における授業料等に

係る奨学金（加算支給分）の上限額２０万円を踏まえ、設定したもの 

⑵ 進学・修学費助成（区奨学金相当分） 



 2 

対象者が国給付奨学生の場合は、国の学資支給金の支給額、授業料及び入学金の減免

額を、区奨学金における相当額（授業料等に係る奨学金（加算支給分）を除く。）から

控除した結果、差額が生じるときは、当該差額を助成する。 

また、国給付奨学生となることができない者の場合は、区奨学金における相当額（授

業料等に係る奨学金（加算支給分）を除く。）を助成する。   

 

 ⑶ 支給イメージ 

  別紙２のとおり  

⑷ 支給要件 

進学・修学費助成（基本分）については、現行の居住費助成に係る要件と同様とし、 

進学・修学費助成（区奨学金相当分）については、区奨学金の要件（居住場所に関する

要件を除く。）を踏まえた設定とする。 

 

４ 今後の予定 

令和９年４月 社会的養護自立支援拠点事業の拡充 

 

 



別紙１ 

社会的養護自立支援拠点事業の概要 

１ 対象者 

義務教育終了後から 29歳までの者で、以下の者を対象とする。 

① 中野区児童相談所が措置し、児童養護施設等を退所した者 

② 中野区内の児童養護施設等を退所した者 

③ 児童養護施設等を退所した区内在住者 

④ その他上記に準じる者 

２ 内容 

⑴ 社会的養護自立支援事業（対象者：①、②、③、④） 

支援コーディネーターが個別の支援計画を作成するとともに、相談対応や各種手続き

の補助、同行支援等を通じて、自立生活が円滑に営めるよう、伴走的な生活補助支援を

行う。また、当事者同士が交流し、情報を共有しながら、自立に向けた知識や経験を学

ぶことができる学び・交流の場を提供する。 

なお、本拠点事業における各種助成事業の実施に当たっては、助成対象とする要件と

して、生活補助支援を原則月 1回以上受けることとする。 

⑵ 自立支度費助成事業（対象者：①、②） 

児童養護施設等を退所し、自立するために必要な経費等を補うため、助成を行う。 

【助成額】 ２０万円 

⑶ 居住支援事業 

     ア 居住費助成事業（対象者：①、②） 

（ア）基本分 

児童養護施設等退所後に安定した住環境のもとで進学・修学を継続することが

できるよう、大学等に進学する者に対し、家賃等の助成を行う。 

【助成額】家賃等相当額の半額（月額３万円（年額３６万円）上限） 

【助成期間】在学期間中（最大５年間） 

    （イ）特例分 

休学又は退学により生活の立て直しが必要となった場合においても、安定した

居住環境を確保し、再出発を図ることができるよう、家賃等の助成を行う。 

【助成額】家賃等相当額（月額６万円（年額７２万円）上限） 

【助成期間】最長１年間 

     イ 居住連携支援事業（対象者：①、②、③、④） 

居住支援法人と連携し、物件探し等の支援を行う。 

⑷ 医療支援事業 

    ア 医療費助成事業（対象者：①、②、③） 

被虐待経験等により抱えるトラウマ等の心理的課題に向き合い、安定した生活を 

営むことができるよう、精神科及びカウンセリング受診費等の助成を行う。 

【助成額】 年額１２万円上限 【助成期間】最長１年間 

イ 医療連携支援事業（対象者：①、②、③、④） 

医療機関と連携し、受診の同行等の支援を行う。 



別紙２ 

進学・修学費助成事業の支給イメージ 

 

No. モデルケース 
進学・修学費助成 

（基本分） 

進学・修学費助成 

（区奨学金相当分） 

１ 

〇国奨学金の受給状況(私立大学) 

・国第Ⅰ区分（※２） 

⇒満額支援（約１６１万円） 

〇家賃等と学費の差の状況 

・家賃等月６万円（年額７２万円） 

・学費の差(※1)２０万円 

５６万円 

 

 

家賃等（月額家賃 6万円×1/2×12ヵ月）
＋学費の差（20 万円）=56 万円 

給付なし 

２ 

〇国奨学金の受給状況(私立大学) 

・国第Ⅰ区分（※２） 

⇒満額支援（約１６１万円） 

〇家賃等と学費の差の状況 

・家賃等月７万円（年額８４万円） 

・学費の差(※1)０円 

４２万円 

 

 

家賃等（月額家賃 7万円×1/2×12 ヵ月）
=42 万円 

給付なし 

３ 

〇国奨学金の受給状況(私立大学) 

・国第Ⅰ区分（※２） 

⇒満額支援（約１６１万円） 

〇家賃等と学費の差の状況 

・寮費月１万円（年額１２万円） 

・学費の差(※1)２６万円 

３２万円 

 

 

家賃等（月額寮費 1万円×1/2×12 ヵ月）
＋学費の差（26 万円）=32 万円 

給付なし 

４ 

〇国奨学金の受給状況(私立大学) 

・国第Ⅱ区分（※３） 

⇒国第Ⅰ区分（※２）の２/３支援 

（約１０７万円） 

〇家賃等と学費の差の状況 

・家賃等月６万円（年額７２万円） 

・学費の差(※1)２０万円 

５６万円 

 

 

家賃等（月額家賃 6万円×1/2×12 ヵ月）
＋学費の差（20 万円）=56 万円 

約５４万円 

 

 

国第Ⅰ区分（※２）における国支援額

相当の１/３を給付 
 

５ 

〇国奨学金の受給状況(私立大学) 

・対象外 

 

〇家賃等と学費の差の状況 

・家賃等月６万円（年額７２万円） 

・学費の差(※1)２０万円 

５６万円 

 

 
 

家賃等（月額家賃 6万円×1/2×12 ヵ月）
＋学費の差（20 万円）=56 万円 

〇収入が区 A 区分（※４）該当の場合 

         約１６１万円 

 

 

 

国第Ⅰ区分（※２）における国支援額

相当を給付 

〇収入が区 B 区分（※５）該当の場合 

        約１０７万円 

 

 

国第Ⅰ区分（※２）における国支援額

相当の２/３を給付 

※１ 学費の差 学校種別ごとの自宅通学の区 A区分における授業料等の助成上限額と学費（授業料や施設整備等）との差額 

※２ 国第Ⅰ区分 「支給額算定基準額」が 100円未満 

※３ 国第Ⅱ区分 「支給額算定基準額」が 100円以上、25,600円未満 

※４ 区 A区分 「支給額算定基準額」が 51,300円未満 

※５ 区 B区分 「支給額算定基準額」が 51,300円以上、154,500円未満 


